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と呼ばれる新しい融資制度を確立しようとしている。 「投貸聯動」とは、銀行がハイテク型スタートアップ企業に対 、融資を行うとともに、出資を通じて株式も取得する方式である。通常、シードステージにあるスタートアップ企業は経営が不安定 銀行からほとんど融資を受けられない。しかし、 「投貸聯動」制度を活用すれば株式から生まれた収益で融資のリスクを一部カバーできる。そのため創業初期の企 でも比較的容易に融資を受けられるようにな銀行はまず子会社もしくは連携関係にあるベンチャーキャピタルを通じてスタートアップ企業へ出資する。その後、企業に対して徐々に融資を増やしていく。　
上海自貿区では、二〇一五年六





国企業の海外進出の制度的障壁を大幅に引き下げたことである。二〇一三年末 統計によると、それまでの浦東新区 投資プロジェクト数は累計五七二であり、なかでも中国企業 よる投資総額は五五億五六〇 万ドルで上海市全体の一〇％を占めていた。上海自貿区が成立した後、二〇一四年だけで、浦東新区の中国企業の対外投資額は五六億二一〇〇万ドルに上っており 二〇 三年までの累計額を上回っていた
⑹。そして、










自貿区では自由貿易アカウント（ＦＴアカウント）の設立も認められるようになった。ＦＴアカウントにおいては、人民元 外貨が同じルールの下で管理される。そのメリッ は大きく二つ挙げられる。第一に、対外投資の際に必要な越境決済が人民元もし 各種外貨にて自由に行える点である。現時点では、ＦＴアカウントを使って経常項目と直接投資項目での越境決済が可能になった 、将来的には資本項目下の （た
とえば、海外資金による中国の株式市場への投資、もしくは中国資金による海外 株式市場への投資）もできるようになる
⑽。第二
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トは、商品の輸送時間 大幅な短縮と輸送コストの軽減化が図られた点である。ＫＪＴを利用して越境ＥＣを行う場合に、二通りの商品の輸送方式が考えられ 。ひとつは、海外の業者から直接 郵送にて中国 消費者に商品を届け方式である。この場合に、自貿では倉庫を持つ必要がなく（すなわち在庫リスクを負うことなく） 、通関の手続きを行うのみとなっている。ただし、この方式は商品の輸送時間が比較的長く、日本からの場合は一週間から一〇日程度かかると指摘されている。 方で、自貿区 保税区で倉庫を持ち、在庫を抱えていながら商品を届ける方式もある。ＫＪＴ 後者の方式に対応するオンライン受発注システムの開発にかなり力を注い おり、三〇〇〇万元も投資していた。




トは、 通常の輸入に必要な税金 （関税、増値税）や諸費用が節約できる点である。上海自貿区では、一時期、これらの 金 の代わりに、比較的税率の安い「行郵税」という税金だけを徴収していた。商品別 行郵 率は異なっているが、食品、美容、文具、楽器などの場合は税率が一〇％になっていた。そして、税金が五〇元以下の場合は、免税という扱いになっていた。 だ二〇一六年四月以降、行郵税は取り消された。関税は依然として無料だが 増値税と消費税は既存税率の七割で徴収される模様である。　
ＫＪＴを利用する第四のメリッ
トは、通関に関連す 煩雑な手続
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